
<問合せ先> 

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避難生活担当）付 

藤田、平賀、吉田 

電話：03-3501-5191（直通） 

令和６年６月 28 日 

内閣府政策統括官（防災担当）  

避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成等に係る 

取組状況の調査結果について 

この度、内閣府及び消防庁では、市町村における避難行動要支援者名簿及

び個別避難計画の作成等に係る取組状況について調査を実施し、令和６年４

月１日現在の状況を取りまとめましたので、お知らせいたします。 

１ 公表資料 

・避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成等に係る取組状況の

調査結果

２ 掲載場所 

・内閣府「防災情報のページ」にて公表

https://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/yoshiensha.html

 



令和６年６月 28 日 

内 閣 府 

消 防 庁 

 

 

避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成等に係る取組状況の調査結果 

 

 内閣府及び消防庁では、市町村における避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の

作成等に係る取組状況について調査を実施し、この度、令和６年４月１日現在の状況

を取りまとめましたので公表します。 
 

市町村における調査結果の概要 

【避難行動要支援者名簿関係】 

○全市町村で作成済み 

○作成済団体のうち、平常時からの名簿情報提供団体は、1,626団体（94.4％） 

○名簿掲載者に占める、平常時からの名簿情報提供者の割合は、40.3％ 
 

【個別避難計画関係】 

○令和３年５月に個別避難計画の策定が、市町村の努力義務とされてから約２年 10か

月の期間に、庁内の連携、庁外との連携、ケアマネジャーなど福祉専門職の参画、

計画に係る避難訓練など、実効性のある個別避難計画策定に向けた取組が進められ

た。具体的な状況は、以下のとおり。 

全国の市町村のうち、 

・庁内の連携に取り組む団体は 1,624団体（94.3％） 

・庁外との連携に取り組む団体は 1,568団体（91.1％） 

・ケアマネジャーなどの福祉専門職の参画に取り組む団体は 1,398団体（81.2％） 

・個別避難計画に係る訓練に取り組む団体は 918団体（53.3％） 
 

<参考>避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成等に係る取組状況の調査 

 (1)調査対象 

   市町村 1,722団体（石川県管内市町（19市町）については、令和６年能登半島

地震の影響に鑑み、本調査（令和６年４月１日時点）の対象としていない。） 

(2)調査基準日 

   令和６年４月 1日 

※小数点以下第２位を四捨五入しています。このため、合計と内訳の計は必ずしも

一致しません。 

 



１．避難行動要支援者名簿の作成状況 

全市町村で作成済み（1,722団体） 

２．避難行動要支援者名簿の更新状況 

３．地域防災計画に定める名簿掲載者の範囲 

n=1,722（作成済団体数） 

n=1,722（作成済団体数） 



４．地域防災計画に定める平常時からの名簿情報の提供先 

５．平常時からの避難支援等関係者への名簿情報の提供状況 

（１）平常時からの提供状況 

【名簿の全部又は一部を提供した団体数】 【提供した名簿掲載者数】 

n=1,722（作成済団体数） 

n=1,722（作成済団体数） n=7,170,812（全名簿掲載者数） 



（２）災害対策基本法第 49条の 11第２項に基づく条例の特別の定めについて 

【条例に特別の定めがある団体数】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．個別避難計画の実効性の確保に関する取組 

（１）個別避難計画の実効性の確保に関する取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=1,722（作成済団体数） 

実施中 

1,310 団体 

76.1％ 

検討中 

365 団体 

21.2％ 

未検討 

47 団体 

2.7％ 

ｎ＝1,722団体 



（２）庁内の連携、庁外との連携の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）福祉専門職の参画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討中 

505 団体 

29.3％ 

未検討 

98 団体 

5.7％ 

未検討 

154 団体 

8.9％ 

実施中 

985 団体 

57.2％ 

実施中 

1,119 団体 

65.0％ 

検討中 

583 団体 

33.9％ 

実施中 

643 団体 

37.3％ 

検討中 

755 団体 

43.8％ 

ｎ＝1,722団体 

庁内の連携の取組 庁外の連携の取組 

未検討 

324 団体 

18.8％ 

実施中：庁内の連携に取り組めている場合 
検討中：庁内の連携に向け検討している場合 
未検討：上記に該当しない場合 

実施中：庁外との連携に取り組めている場合 
検討中：庁外との連携に向け検討している場合 
未検討：上記に該当しない場合 

実施中：個別避難計画の策定に福祉専門職が参画している場合 
検討中：福祉専門職の参画に向け検討している場合 
未検討：上記に該当しない場合 

ｎ＝1,722団体 

庁外との連携の取組 



（４）個別避難計画に係る訓練※ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．個別避難計画策定の優先度の考え方※ 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未検討 

804 団体 

46.7％ 

未検討 

234 団体 

13.6％ 

 
※個別避難計画に係る訓練とは、 
・策定済の個別避難計画を活用した訓練 
・訓練を通じて個別避難計画に関する理解を深め、訓練の経験を書面に落とし込み個別避難計画を策定する 
ことなどを想定している。 

 また、この場合、訓練とは、 
イ 市町村の総合防災訓練、避難所運営訓練、水防訓練等の一部として行われたもの 
ロ 自治会の避難訓練 
ハ 個別避難計画の策定途中の段階で行う訓練 
ニ 避難行動要支援者本人が自主的に御家族と一緒に避難先まで歩いてみること 
ホ 玄関先まで移動すること 
へ 自宅内での移動を行うこと（緊急安全確保や屋内安全確保を意識していただいた場合には、緊急安全確保や 

屋内安全確保を想定した訓練となり得る） 
ト 図上訓練（災害時の避難の手順を頭の中で、模擬的に実践・再現（シミュレート）し、確認すること。この

場合、個別避難計画を眺めつつ行うことなども考えられる） 
などを想定している。 

実施中 

290 団体 

16.8％ 

検討中 

628 団体 

36.5％ 

 
※優先度とは 

○地域におけるハザードの状況（洪水・津波・土砂災害等の危険度の判定） 
○避難行動要支援者本人の心身の状況、情報取得や判断への支援が必要な程度 
○独居等の居住実態、社会的孤立の状況 
以上の 3 つのポイントを踏まえ市町村が判断し、優先的に個別避難計画を策定する者を判断す
る考え方をいう。 

検討中 

848 団体 

49.2％ 

ｎ＝1,722団体 

ｎ＝1,722団体 

検討済 

640 団体 

37.2％ 



８．個別避難計画の策定状況 

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）個別避難計画策定の進捗状況（策定された個別避難計画数） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

未策定 
141 団体 8.2％ 

計画数：1,257,589件 

８０％＜Ｒ≦１００％ 
240 団体  13.9% 

６０％ ＜Ｒ≦ ８０％ 
90 団体  5.2% 

ｎ＝1,722団体 

 
「個別避難計画」は、次の（１）又は（２）の計画とする。 
（１）市町村において、令和３年５月に改定された「避難行動要支援者の避難行動支援に関する 

取組指針」に基づき、各自治体が定めた記載内容、様式を用いて策定した個別避難計画。 
（２）市町村において、令和３年５月に改定する前の「避難行動要支援者の避難行動支援に関する 

取組指針」に基づき、各自治体における従来の記載内容、様式を用いて策定した個別避難計画。 
 
 ※ここでいう「着手」は、個別避難計画が１件以上策定されていることをいう。なお、その１件は、試行 

的なものでも差し支えない。 
 

４０％＜Ｒ≦６０％ 
128 団体  7.4% 

２０％＜Ｒ≦４０％ 
240 団体  13.9% 

Ｒ≦ ２０％ 
883 団体  51.3% 

※ Ｒ=各市町村ごとの個別避難計画の策定済数／各市町村ごとの避難行動要支援者の数 

策定に着手 
1,581 団体 91.8% 

953,833 

1,074,642 

1,257,589 

0
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1,000,000

1,200,000

1,400,000

令和４年１月１日時点の計画数
令和５月１月１日時点の計画数
令和６月４月１日時点の計画数



 
※複数回答可 

９．個別避難計画に係る避難支援等関係者となる者 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

10.その他 

個別避難計画の策定状況に関する調査結果の概要を示したグラフ及び未策定と回答

した市町村一覧については別紙１のとおり。 

避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成等に係る取組状況の調査結果の都道 

府県別一覧については別紙２のとおり。 

 

 

 

＜連絡先＞ 

個別避難計画の調査結果に関する内容： 

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避難生活担当）付 

藤田参事官補佐、平賀主査、吉田事務官 

TEL: 03-3501-5191（直通） 
 

避難行動要支援者名簿の調査結果に関する内容： 

消防庁国民保護・防災部防災課 

福原補佐、遠矢係長、石川事務官、三浦事務官 

TEL: 03-5253-7525（直通） 

その他：行政区長 地域包括支援センター 老人会 障害者団体 マンション管理組合 訪問看護ステーション 
 医療機関 自衛隊 防災士 本人・家族 赤十字奉仕団 海上保安署 タクシー事業者 地域づくり協議会 
 交通安全推進委員会等 

ｎ＝1,722団体※ 
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個別避難計画の策定状況 令和６年４月１日現在 別紙１

未策定
141団体 8.2% ８０％＜Ｒ≦１００％

240団体 13.9%

６０％ ＜Ｒ≦ ８０％
90団体 5.2%

４０％＜Ｒ≦６０％
128団体 7.4%

２０％＜Ｒ≦４０％
240団体 13.9%

Ｒ≦ ２０％
883団体 51.3%

ｎ=1,722団体（石川県管内市町（19市町）については、令和６年能登半島地震の影響に鑑み、本調査（令和６年４月１日時点）の対象としていない。）

Ｒ=各市町村ごとの個別避難計画の策定済数／各市町村ごとの避難行動要支援者の数



都道府県別の個別避難計画策定状況について 令和６年４月１日現在
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都道府県別の個別避難計画策定状況について 令和６年４月１日現在

都道府県 市町村数 80%＜Ｒ≦100％ 60%＜Ｒ≦80% 40%＜Ｒ≦60% 20%＜Ｒ≦40% Ｒ≦20％ 未策定 都道府県 市町村数 80%＜Ｒ≦100％ 60%＜Ｒ≦80% 40%＜Ｒ≦60% 20%＜Ｒ≦40% Ｒ≦20％ 未策定

01北海道 179 30 7 9 15 87 31 26京都府 26 2 5 0 6 9 4

02青森県 40 7 1 0 3 17 12 27大阪府 43 1 1 3 7 27 4

03岩手県 33 6 1 2 7 16 1 28兵庫県 41 4 2 4 9 22 0

04宮城県 35 3 1 2 5 20 4 29奈良県 39 5 1 0 3 16 14

05秋田県 25 8 2 0 1 11 3 30和歌山県 30 5 1 4 5 15 0

06山形県 35 10 3 0 8 14 0 31鳥取県 19 4 0 2 0 13 0

07福島県 59 5 1 4 7 42 0 32島根県 19 3 0 0 2 14 0

08茨城県 44 7 6 2 6 23 0 33岡山県 27 1 2 1 3 20 0

09栃木県 25 6 2 5 6 6 0 34広島県 23 0 0 1 5 16 1

10群馬県 35 10 0 2 3 19 1 35山口県 19 3 1 1 2 12 0

11埼玉県 63 11 2 4 12 34 0 36徳島県 24 2 2 4 3 13 0

12千葉県 54 2 0 1 4 40 7 37香川県 17 4 2 1 5 5 0

13東京都 62 2 3 7 6 42 2 38愛媛県 20 4 0 4 2 10 0

14神奈川県 33 2 0 3 1 22 5 39高知県 34 6 6 8 11 3 0

15新潟県 30 4 3 3 3 14 3 40福岡県 60 6 5 7 15 27 0

16富山県 15 0 0 3 8 4 0 41佐賀県 20 3 3 7 4 3 0

18福井県 17 3 2 4 4 4 0 42長崎県 21 3 0 2 5 11 0

19山梨県 27 1 1 1 0 23 1 43熊本県 45 17 5 6 6 11 0

20長野県 77 9 5 3 6 39 15 44大分県 18 2 5 1 7 3 0

21岐阜県 42 4 4 7 5 22 0 45宮崎県 26 6 0 1 1 11 7

22静岡県 35 6 1 2 10 16 0 46鹿児島県 43 11 1 4 7 20 0

23愛知県 54 6 2 2 7 37 0 47沖縄県 41 4 1 0 0 18 18

24三重県 29 1 0 1 3 19 5 合計 1,722 240 90 128 240 883 141

25滋賀県 19 1 0 0 2 13 3 率 100.0% 13.9% 5.2% 7.4% 13.9% 51.3% 8.2%



都道府県 未策定と回答した市町村

北海道
真狩村、京極町、神恵内村、沼田町、愛別町、占冠村、和寒町、剣淵町、美深町、中川町、幌加内町、
初山別村、天塩町、浜頓別町、中頓別町、利尻富士町、幌延町、清里町、訓子府町、置戸町、湧別町、
滝上町、興部町、西興部村、白老町、鹿追町、大樹町、広尾町、浦幌町、鶴居村、中標津町

青森県 黒石市、平川市、平内町、今別町、蓬田村、鰺ヶ沢町、西目屋村、大鰐町、中泊町、七戸町、風間浦村、
田子町

岩手県 一戸町
宮城県 多賀城市、七ヶ宿町、大和町、加美町
秋田県 藤里町、五城目町、大潟村
群馬県 南牧村
千葉県 館山市、多古町、睦沢町、白子町、長柄町、長南町、大多喜町
東京都 奥多摩町、御蔵島村
神奈川県 三浦市、伊勢原市、中井町、開成町、箱根町
新潟県 南魚沼市、阿賀町、粟島浦村
山梨県 富士吉田市

長野県 川上村、南相木村、北相木村、原村、辰野町、飯島町、中川村、松川町、平谷村、根羽村、麻績村、
生坂村、信濃町、小川村、栄村

三重県 鈴鹿市、尾鷲市、亀山市、木曽岬町、東員町
滋賀県 守山市、竜王町、甲良町
京都府 向日市、大山崎町、井手町、和束町

未策定と回答した市町村一覧 令和６年４月１日現在



令和５年10月１日現在未策定と回答した市町村一覧 令和６年４月１日現在

都道府県 未策定と回答した市町村
大阪府 柏原市、門真市、摂津市、能勢町

奈良県 大和高田市、桜井市、香芝市、山添村、安堵町、川西町、三宅町、高取町、明日香村、河合町、下市町、
野迫川村、下北山村、川上村

広島県 安芸太田町
宮崎県 高原町、国富町、都農町、美郷町、高千穂町、日之影町、五ヶ瀬町

沖縄県 石垣市、国頭村、大宜味村、本部町、宜野座村、伊江村、嘉手納町、中城村、座間味村、粟国村、
渡名喜村、北大東村、伊是名村、久米島町、八重瀬町、多良間村、竹富町、与那国町
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